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汀ケイパビリティ形成の構造要因分析
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拒三田　博　樹

は　じ　め　に

　今日，市場の成熟化，産業のグローバル化など企業を取り巻く環境はま

すます激化している。企業は鉄兜決定を速め，経言資源を最大限に活用し，

さらに従来の収引先に限らず，最適なパートナーとダイナミックな提携を

することが不可欠となっている。企泉は寸感残りをかけ，製品・サービス

のみならず，言務プロセスにおいても競合他社に対する佐争優位性を持た

わけならない。諜と務プロセスを大別化するための有効な手段として，情報

技術（IT :Information Technology）の活川が考えられる。

　Wiseman （1988）は「競争優位をm程・維持したり，敵対嗇の競争力を

弱めたりするための計画である企業の競争戦略をレ支援あるいは形成する

情報技術の活肝］（13.125づ付加. 118）のことを戦略的情報システム（SIS :

Stral雨c Information vSysterns）土定義した。彼は汀の役割を情報処理の

効率化今立兜決定支援機能というような従来からの俗習的パースペクティ

ブ（conventional perspective）に留衣らず，その戦略的活用に指目する戦

略的パースペクティブ（strategic perspective)にまで柑ﾐ大し，汀の活用加

佐争戦略を支援あるいは形成しうることを主張した／事実アメリカ航空の

コンピュータ予約システムであるSABER （Semi-automatic business
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environment research）を始め, ITの㈹略的活用に開運する事例がいくっ

も紹介されている。

　ただし，ただ情報化役資を増やし，最新のITを導入してもITそのも

のが競争優位の源泉となることはない。 ITはコモディティ化していろと

の主張（Car, 2004,邦訃ぐ2005）に見られるように　IT自体を単純にハード

ウェア，パッケージソフトウェア，ネットフーグなどの巣合休と捉えるの

であれば，それらは市場で調達可能であり，容易に膜倣されうる。そうな

ると‥･時的に賠争優位を生み出しても, IT副寺続的な競争優位の源泉と

はならない。　すなわち, ITの保有だけでは，長期問に渡乃巻賜が企業問

に生じないのである。それを巧みに業務プロセスに組み込み，必要に応じ

てそのプロセスと共に迅速に改良し，それを細似的に有効に活片l寸引崔力

こそが，企業パフォーマンスの差を皿ﾐみ出すのである。

　それではこのような能力（に下，汀ケイパビリティ）は，いかにして形成

され，拡張されてゆくのであろうか。以下，この点について，情報化先進

中'■15・巾小企業に対するアンケート調告を通じ了考察してみたい。

2

ITケイパビリティ

　ITケイパビリティ研究I)は，経営戦略論の資源ベース・ビュー研究

(RBV : Resource Based View)に端を発する。 RVBは，億争優位の源泉を，

企業が持つ資源やその組み合わせとしてのケイパビリティに求める

(Barney, 1991)。Barney ⑤削期の資源ベース論者は，異質匹で移転肘州な

経営資源に注目し，それらに隨値かおり，希少性が高くレ賜倣や代替刈羽

　　　　・¬wI J6－－
－←㎜--←m－

n　TTケイバビリティという川語を員初に佐用し大占されるRoss他は，それ

　をﾄIT開運コストをコントロールし, 必要な時にシステムを叶み出し，汀

　の利用によって辻m＼丿標に彫回を与える能万」と定義した（Ross, Beath &

　Goodhue, 1996, p. 31）。
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帽な場合，それらは競争優位の源泉になり得るとした（cf. Barney, 1991）。

しかし，競争優位を生み出ずには判こ差別化できる経営資源が存在するだ

けでなく，さまざまな資源を組み爵挫則為働させる組織としての能力行

イパビリティ）が必要となる几

　ケイ八ビリティとは，「ある課茶巾活動を遂行するために資源をまとめ

る能力」（Granり991, p. 119）である。企業が存続するには，絶えず他社と

屈携して情報を入手し，新商品や技術開発を行い，経言環境に対応し，あ

るいは市場を創造していかねばならない。そのためには速往　内外の経営

資源を再構成し，業務プロセスを見直寸必背かおる。それを実行する能力

こそケイパビリティに他ならない。

　業務プロセスにITを組み込む場合も，個々のIT自体を越えて, ITに

関するこのようなケイパビリティに指目しなければならない。

Bharadwaj （2000)は，このような「他の資源やケイパビリティと共に

ITベースの資源を結集し，展開する能力」（p. 171）を汀ケイパビリティ

と定説した。そしてITケイパビリティを構成する上唆なITベースの資

源をITインフラストラクチヤ，人的vT資源，見えざる資産（インタッジブ

ルズ）に分類した。彼女はコンピュータやコミュニケーションの技術，共

有可能な技㈲的プラットホームヤデータベースか引苛成される汀インフ

ラストラクチヤにより，①:亜背なアプリケーションの迅速な開発, ②さ

まざまな製品やサービス，異なった場所を越えた情報の共有, ③企業間

での共通の取引処理やサプライチェーンマネジメントの構築, ④ビジネ

スユニット全体にシナジー効果を生じる機会の生成，を可能ならしめると

した（Bliaradwaj, 2000）。ただし，彼女は, ITインフラストラクチヤにお

ｰ･II･←･-nIIIIIIJ-･I----mlr-Jl←-¬¶-nl〃J･一心-･-

　2）Barneyは，経営資源とケイパビリティを互使匹のある概念として扱って

　　　いるが(Barney,爪訳2()oi），内倣や代竹川州准な役営資源であって乱　時

　　　問の経酒や資金によって牡外から調玉可能なものもあり，持長的な弟別化を

　　　生かには，ケイパビリティこそが重要である。

　　　　　　　　　　　　　　　　－3
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いても，個々の物理的なIT資源ではなく，シナジー効果を生み出すシス

テムを統合する能力やITインフラストラクチャを術策するための時問や

労力，経脳内学習により培った能力というようなケイパビリティに注目す

べきであることを主張した。　また彼女は，人的IT資源として，従業員の

訓崔　経験，従業員開の関係性，洞察力，技術者の汀ス半ル，管理者の

ITスキルを，見えざる資産として, ノウハウ，組織文化，評判，環境適

応力を挙げた。　これらの人的・細微的資源が結集され有機的に機能するよ

う，汀ケイパビリティは発揮されるのである。

　ただし，汀ケイパビリティは一一一･)万支狐万･|,=1こliピ

なものではない。 ITケイバビリティも他のケイパビリティと同様心業

務実践を通じて培った細職学習により，蓄柄され変化するダイナミックな

伜匪を有する。そのためITケイパビリティもダイナミック・ケイパビリ

ティの視座から考察しなければならない几　すなわちそれは，業務遂行を

通じて汀を活用すると同時に新たにITによって先務改作の機会を捜

索し，実際に先務改善の綴り返しによって高められる（占判，2005）ので

ある。このようにITケイパビリティは日常的な実行による学習の反復的

経験とそれによ旧暫付される知識の石仏によって形成される側面が強いと

考えられる（辿山, 2005）。

3

ITケイパビリティの先行実証研究

　Mata他（Mala, Fucst & Barney, 1995）は, RVBの観点からITと競争

優位の関係について実証研究を行った。

　彼らは，汀が持続的競争優位をもたらす可能性について，顧客のス

3)ダイナミック・ケイパビリティとは，「迅速に変化する環境に取り組むため

　に内外のコンビダンスを統合，構築，再定義する企業の能力］のことを指す

　(Teecc, Piasno & Shucn, 1997, p.516）。

　　　　　　　　　　　　　　　一一犬1 ･-……
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イッチングコスト，資本，特許権などに保護され畑尊有技術, IT操作ス

半ル, IT管理スキルというITのもつ5つの屈性に注目した。そして，調

杏の緋児　唯こ　IT管理スキルだけが，持続的競争優位を生み出す源泉

になりうることを明らかにした。

　ここにいうIT管理スキルとは, ①ビ｀ジネスニーズの理解と認識力，

②他部門やサプライヤー，顧客と共に仕丿事をする能力，③コーディネー

トカ，④将来のITニーズの予測力，⑤マーケットリスクの管理能力で

ある（Matii,Fuest & Barncv, 1995）。これらは業務実践を通じて知識として

企業に蓄積される。 IT管理スキルは，異質なだめ競合他社に模倣されに

くい。さらに個々の企業の個々の歴史を反映し，しばしば紅L織の日常の

ルーティンの一部になっている。そのルーティンは部門川，サプライヤー

や顧客間に跨ることもあり，社会的な複雑性をもっ。そのため，彼らは，

IT自体にではなく，組織化とITの管川プロセスにこ刮寺皆的競争優位の

源泉かおるとした几　これはITケイパビリティ研究において皿管理スキ

ルに注目すべきことを明らかにした点て評佃に値されよう。

　汀ケイバ’ビリティの先行実証研究は, ITケイパビリティと競争戦略あ

るいは企業パフォーマンスとの関係を分析しようとしたものが多い。

　Celuch他（Celしich,Murphy & Callaway, 2007）は，米巾西部の中小企業

を対象としたアンケート調告結果から，汀ケイパビリティと企業パ

フォーマンスの関係性ついて分析した。彼らのモデルでは，巾小企業では

特にIT予算が重要であり，それがITケイパビリティ叫こ影響を及ぼす。

そのITケイパビリティにより，環境変化に対する以下の2種往ic戦略の

一←¶ I I r 一 一 一

4）Bareny他は，別の実証研究［Rav, Barnev & Muhanna, 2004)でも同様

　の結果を得ている（Barney & Clark,2007）。

5）Celuch他はITケイバビリティをr競争優位を達成するために顧客情報，

　競合企言時報，サプライ・チェーン情報や企詣寸回勅をマネジメントナる能

　万」のこととしている（Celuch,Murphy & Callaway. 2007,p.192）。

………5
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柔軟性が変わる。そして，戦略を柔軟に改善すれば，顧客満足度が高まり，

将来の環境を見据えた柔収な戦略の計画により艮期的に販売が拡大し，最

終的に純収大目標が達成するというような関係が要図川にあるとした。

　Nevo flii（Nevo, Wade & Cook, 2007）は, ITによる生産性の向上に，企

業内部メンバーのITケイパビリティと社外コンサルタントのような外部

から調達する汀ケイパビリティがどのように開通しているかを分析しか。

その結果，内部のITケイパビリティが低い時は，コンサルタントは生産

i4|S｝:ことこ'尽4/j-tる力%，＼-うHこf宍ji-ヽi易合仁

とを明らかにした。

　Lin（2007）は，米国の銀行を対象にした調査により，汀ケイパビリ

ティと人的資本投資が，佃|々には経済価値の則造と競争優位の実現に寄与，

することを実証した。ただし彼によれば, ITと人的資本には，ある程度

代診匪かおる。　そのため，高品質の人的資本かおる場合, ITケイパビリ

ティのもたらす限界利益は減少するとし, ITケイ八七リティと人的資本

投資の尚古の相互作片Jは，経済iiifiの創造と競争曖位の実現に寄与しない

とした。

　これらの研究はいずれもITケイパビリティのIT管垣1スキルに注目し

たものであるが，その形成については分析の対象としていない。

　一方, TippinsとSohi （2003) [まよ刈質|のm造茶に対してアンケート調

杏を行い汀コンビダンス(i）と企業パフォーマンスの関係性を分析した。

その結果彼らは, ITコンビダンスが直接，企業パフォーマンスに影響し

ているというよりは, ITコンビダンスが紆L織学習に影糾を与え，組織学

習が企業のパフォーマンスに影響を与えることを解析した。

　この研究もITケイパビリティの形成を直接の分柝対象にしていないが，

6）木柚では，彼らのいうITコンビダンスをITケイパビリティと同義仁見な

　寸。

6
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要囚として組織学習を挙げ, ITケイバビリティとそれと企業パフォーマ

ンスの⊃ﾄ行の関係を明らかにした点言評価できる。

　これに対レ安値(2( 07)は，ケイパビリティを醸成・開発するプロセス

における組織学習の実践の箭苛性に谷口し，征旅学習の場とITケイパビ

リティ，企業特性とパフォーマンスなどの要囚開の関係性をモデル化する

ことで，ITケイパビリティの形成について明らかにしようとした。その

モデルに上れば，組朧学習の場が，ネットワーク上の場を形成する仕組み

であるデジタル場と, ITを活汁jする知識・ノウハウであるITケイパビリ

ティの謝礼顔客ヤ突界情報を収集する仕紆Lみである情報収集に影響して

いる。　またデジタル場は, ITケイパビリティの醸成に影謬する。 ITケイ

パビリティの高いことが／回報収集と顧客情報の保有を促進し，さらに情

報収集加多いことは，顧客情報の保有回診かい卜の効果をもたらす。そし

てその顧客情報の活miこよって，介泉パフォーマンスは向上するとした。

　このモデルにより安値は, IT コンビダンス，絹織学乱　企業パフォー

マンスの三才の関係は, TippinsとSohロ示した, ITコンビダンス一組

撒学習→パフォーマンスというような単純なｰ-･ｿJ|^'jではないことを明らか

にした。

　安値加十丿長するように, 俑かにTip pinsとSohiのモデルがすべての

ケースに当てはまる訳ではない。 ITは倍報大白や紐IS学習を促進する要

囚になりうるであろうが，これらは必ずしも汀の導入を前提としない。

むしろこれらを迦じて業務遂行に関するケイパビリティが形成さ札，業務

をより良く遂行する必要か⑤泉務プロセスにITを導入し，それを巧みに

活川することでITケイパビリティが形成され，その結果，企業のパ

フォーマンスが汪卜からのではないかと考えられる。そこで以下では，こ

のような仮説に基づきITケイパビリティ形成モデルについて検証を試み

たい。

7
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4. ITケイパビリティ形成モデルの検証分析

　汀ケイパビリティの形成モデルを挑証するには，調査対象として，情

報化に積極的でかつ効果を才lげている企業を選択しなければならない。そ

こでわれわれ出膏則行ﾋ先進中堅・中小企業である「関西汀百型」と「汀

経営百選」の受賞談業にアンケート調査を実施することにした。

　関西汀百撰は, 2001年度より関西IT戦略会議（現IT 百撰アドバイ

ザー・クラブ）力灯nの活用に取り組む中小企業経営者の参考になるように

関西地域でITを活用して優れた業績をあげている中京・中小企業を表彰

し，その事例を集めた撰集を作成し公開している呪関西lT百撰では，

近年ITを活用して優れた業績をあげているか，他の中堅・中小企業の参

考になるか, IT化に対してトップの片意かおるかということを言考基準

としている。選定の上要なポイントは，汀の「使いこなし」にある。す

なわち選考に際し, ITを日常の業務遂行やその改善に継続的に活用して

いるかどうかに注日しているのである。

　一一ごﾌﾞﾌﾞ,IT経営百選は, 2004年度より汀経営応援隊力ぐ母体として運営

している制度である。中小企失行の経営改革･ IT活用の高度化をぼIり，

中牡企業の経営を中

中小企業経営者の目標となり得るよう仏経営戦略，口の活用実態など

が優れた21世紀型中小企業を全国から募集し選考している呪この選考

基準は，経営戦略・経営革新とITの高度活用である。　経言戦略と径営革

新万屋点については，①業績, ②ビジネス・モデル, ③経営の自立化，

①経営のオープン化, ⑤総合的満足度㈲喀，従舅iパートナー，什会満

足府）,汀の高度活用心ti点としては，①コミュニケーション高度化への

7)関西IT百削アドバイザークラブのホームページ

　h巾）://www.it 100sen.coni/

8）IT経営応援隊のホームページhttp : //www.itouentai.jp/

　　　　　　　　　　　　　　･-･……8－
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活用，②経営・マーケティング改革への活用, ③業務プロセスの高度

化・統合化への活用, ④人材・ノウハウの高度活用や高度な経営管理へ

の活用，⑤高度な情報セキュリティ対策の，計10項目かおり，各20点

満点て採点し選考しているしﾋ村, 2006，pp.108－144）。

　関西皿百撰とIT経営百選は，実施母体，対象地域に違いがあるもの

の, ITを活用して優れた業績をあげている中堅・中小企業を選考してい

る点て同じである。すでに複数の企業が両方の賞を受賞している。

　われわれは, 2005年12月心2001年～2004年度の関西IT百撰受賞

企業240社および, 2004年度の汀経済百選受賞企業116社利剣西IT百

撰を両方受賞し友重複企業を除く96社の計336社に対しアンケートを送

付し, 137社（40.8％）から有効回答を得た。表1に　これらの企業の基本

屈性を示す。

　4. I　アンケート項目

　当該分析に汗jいた経営行動，企業パフォーマンス, IT活用の成功要囚

の項目について説明する。

　まず経営行動については, ①従業且に対して会社の経営業績や成果を

公表, ②数年後の会社の進行べき方向を従業員に周知, ③経営幹部に責

任と権限の委説　④従朧朧の意見を取り入れて経営改善を実施，⑤過去

の収引データを経営に活用, ⑥月次決算の結果を圭かした経営を実施，

⑦他企業の失敗事例を学び，その教訓を出勺こ取り入れる. ⑧絶えず新

しい平業の創造今商品・製品川刑発に取り組払⑨経営者をけじめ経営

幹部や従業設に対して情報化研修を実旭⑩従業員の才能や特技が発揮

できるよう教育や人事ローテーションを実施という10項目に分けて，［あ

てはまる］（5点）から「あてはまらない」（1点）の5段階尺度により質

問した。この経言行動には，ケイパビリティに関連する項目を含んでおり，

後述するようにケイパビリティ形成の要因として利用する。

9 －
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古１　洲rr対塵危言の焙利川生

介汁 |附卵T 出 経済IT 回視

立坪

列　造　窓 67 ('IS.!)％) '17(50.5％) 23（45､1％）

川　心　突 35 (25.r)％） 25 (26.9％) レド27.5％）

小　売　輿 27 (19.7％） 21 (22.f)％） 8 (15.7％）

士隔り引に足 1 {0.7％） 1 {l.l"o） 0 (0.0％)

仕　駿　宍 6 （A/％) ４　し1.3％） 2 （3.9％）

帽訟り呆険茫 1 （0.7％) 1 (l.U％） O（0.0％）

不動産■七 I (0.7％） 1 （l.|％） 0 ({).(％）

サービス七(対巾凛所） 17 ()2..|％) 10 (10.8％） 7（に7％)

サービス玉(対個人） 11 (8.0％) n (5.4％) 7（I3.7％）

柚楸iiO片サービス飛 23 (16.8％） 13 (14.0％) 1(（I9.6％)

ぞの他 5 （3.6％) 2 (2.2％) 3 （5.9％)

皆足白以

(アルバ了ト介七)

1 ～　５人 6 （'1.|％) 5 (5.4％) I (2.0％)

6 ～　］0人 9 （6.6％) 5 (3A％） 4 (7.8％）

川～20人 21（15.3％) ］5（16.1％) 8 (I5.7％）

21～50 A 30（21.9％） 15 (16.l％） 15 (29.'1％）

51 ～]00人 25 (18.2％) 18（にl％） 9 (17.6％）

101～300人 27（19.7％) 19（20｡％) 10 (19.6％）

301 A以し 13 (9.5％） 11 (に8％) ３　(5.a％)

ｲ陽| ６　し卜％） 5 （o.'l％) 1 (2.0％)

IT町心足叉げ故

(r Iレバイト陽じ）

0 人 38（21.1％) 22 {23.7％） 16 (3レI％)

ｌ人 21 (ir).3％） 17 {!8.3％） 6 (に8％）

２～４人 36（2G.3％) 23（217％） 17 (33.3％)

5 ﾉづ古ll 20（M.G％） 13（H.0％） 8（15.7％）
不明 22 (Ki.U％） 18（19.4％） 'I (7.8％）

町本奎

500万叩スド 9 （6.6％) 7 (7.5％) 2 （3.9％)

501～1.000 万円 32 (23.4％) 20 (21.5％) ﾚ1（27.5％)

],001～3,000万円 23 (lf).8?(')) ］2（12.9％) 12（2s.％）

3.001～5,000 U円 22（16.1％） 16 (17.2‰) 7 (13.7％)

5,001~ 10,000万円 26（19.0?6） 16（17.2％） 11 (2l.6％）
10,001～30,000川｣ ６　ししl％） 'I（土3％) 3 （5.9％）
30,001 ｽ川l 14 (10.2％) 目(15.1％） 1 （2.0％）

不明 5 （3.6％) 4 (･にi％） I （2.()％)

売]l岫

(2004年度)

りき円以ド 9 （6.6％) 7 （7.5％) 2 {3.9％)

げX赳～　対心即スド 29（21.2％） 16（］7.2％) ﾄ1（27.5％）
5(a超～10 億円以ド 15 (lO.Q％) 9 (9.7％) 7 (に7％)
10 億超～H)心円辺ﾚﾄﾞ 7 (5.J％） ･1 {.1.3％) 'I (7.8％)
15心にﾚ～20億円以卜 10 （7.3％） '1（.1.3％） 6 (11.8％)

20 億超～30億円以下 8 (5.8％) 6 （().5％） 2 (3.9％)

30心卜回～50 IG円以ド ﾄ1 (10.2％） 10（io,8％） A (7.8％）
oo広超～100広円以下 17 (に'1％） !4 (15.1％) 6 (ll.8％)
100 回円超 12 (8.8％) 10 {IO.8％） 3 （5,9％)

押j 16 (に7％） 13 (M.()％） 3 （5.9‰）

註）八lの関匹洋卜旧‰ﾋ征旅lT白石には，圃方全受宣した∩」優ダブルカウットレぐいる，

う
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　TippinsとSohi （2003）は，企業パフォーマンスを顧客保有，売上高成

長，利益, ROIとして分析した。　しかしJ,pがもたらす企業パフォーマ

ンスは販売や利益に直結する項目だけではない。　安積（2005; 2007）にも

見られるように汀がもたらすパフォーマンスには，意思決定のスピー

ド，業務処理スビードパ顔客対応スピード，取叶先拡大，アイディア提案，

役案の新規性・m造性なども考えられる。そこで本研究では，企業パ

フォーマンスを，①収益の向上，②企業内部のパフォーマンスに関連す

る項目, ③市場収引に関連するmi≒|に3分類した。　そして，企業内部の

パフォーマンスに関連する項目を，「定型業務の改善による生胆|生向上」，

「誹定型言務の改善による生産性向上」，「冷庫削減」，「経営判断・事業展

問のスピード向上」，「業務プロセス全体の再構築」，［コミュニケーション

古|生化･ 対朗］識の荷積や共有」とし，市場取引に開通する項目を，「既

存取叶先との緊密な連携」，「新規取引先O 開拓」，「新規顧客の開拓」，∩顔

客ニーズの的確な把握」，「商品やサービスの向上による顧客満足度の向

上」，「新製品開発点数の増力日」，というようにし，「収益の向上」を加えて

合計13の項目に分けた。そしてそれらの満足度を「満足している」（4

点）から「満足していない」（1点）までの4段階尺度により質問した。

　IT活川の成功要囚については，①経営者, ②資金確保. ③牛－マン，

④従業員教育, ⑤現場の理解, ⑤外部アドバイザー, ⑦取引先等との連

視, ⑧目標の明砂化, ⑨業務改札⑨早期導人, ⑩セキュリティ対策な

どに分類し，さらにそ才lらを表2の28の項目に分けて質問した。　この成

功要因には，汀資源を結集し発展する能力としてのITケイパビリティに

関連する項目を列挙した。

II
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表2　IT活用の成功要囚に関するアンケート項目
　　　　　　　-　-　　　　　　　¶･･’¨･’･W　　　.r-ご-

･-〃-l･･v･AA/･I’i「~1./～　’　　　/　　　　゛　..j･5S-1
　四四-四NIIIら四－←四－--四四ら--Siki←四-らら－1　IT化に対してリーダーシップを発伴する従業侃がいた

２　径営膏がITに詳しかった

３　経言所が従業員からの提案・立氾を聞き，袖祈するように心がけた

4　IT投資に必要な資全の誼保・役資ができた

5　IT化を任せられる炎務改缶に槙極的な従炎夙がいた

６　従業員にPC操作等の汀敦育を行った

７　従突員が情報を径言に役立てることができるように敦育を行った

８　全社をあげてIT化に収り組んだ

9　IT化に現場の理解が得られた

10　1Tに詳しい従業具に責任と捨限を与え，IT尋入を進めた

11　1Tコーディネータ，社外コンサルタント等，外部アドバイザーの協力を得た

12　外部アドバイザーと従業設が共に窓見を出し合い汀尋人を進めた

13　メーカー（ベンダー）と従炎ほが共に立児を出し合いIT辱入を進めた

I4取引先企業と共同で惰報システム

　4。2　ITケイパビリティの形成モデル9）

　ITケイパビリティの形成モデルについて，共分散構造分析を用いで分

析した。なお, ノンパラメトリッ帽突定により，グループ間の差の検定を

実施したが, IT活用の成功要囚のヽ-一一こpJの項目に差が見られたものの，そ

れらは今回の分冊に影響しない項目であったため，両方の企業を合わせて

分析した。

--･･----･･-･･-一一-･-･－･･--･一一-

　　9）本稿のモデルは，拙稿（2006）の分析結果を用い, ITケイバビリティ形成

　　　の観点から再腿検討し直したものである。

-…………12 一
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∩）探索的囚子分析

　共分敞役造分析を実行する前に汀導入による企業パフォーマンス，

ケイ八ビリティ, ITケイパビリティの各項目の構成概念を明らかにする

ために　各々探索的因子分析10）を行った。 IT導入による企業パフォーマ

ンスの囚子分析の結果, 2つの囚子（潜在変数）が検出された。囚子1は，

収益の向上および内部のパフォーマンス釧刻迪項目から構成され，「企業

内パフォーマンス」と, li子2は, 巾場取引即句題項目から構成され，

「新規市場開拓」と命名した。

　同様にケイパビリティのIll子分析の結果, 2つの囚子（潜在変敵）が検

出された。　囚子1は，「他企業の失敗事例を学び，その教訓を社内に取り

入れる」，「絶えず新しい事業の創造や商品・製品の開発に取り組む」，「従

業員の才能や特技が発揮できるよう教育や人事ローテーションを実施」，

「従業貝の意見を収り入れて径営改善を実施」，「経営幹部に責任と権限の

委譲」，「経営者をはじめ径営幹部や従業員に対して情報化研修を実施」の

項目から構成され，「組織学習」と丿月子2は，「従業員に対して会社の径

営業績や戌梁を公表」，「数年後の会社の進むべき方向を従業員に周知」，

「過去の取引データを経言に活用」，「月次決算の結果を生かした経営を実

施」から構成され，「情報共有」と命名した。

　ITケイパビリティについては3つ即ll子（潜在変欲）が検出された。　こ

の内，人的・組織的資源と言務改善に注目して囚子に名前をつけた。囚子

1は，「経言者が従業員からの提案（匹見劃飼き判断），「IT化を任せられ

る業務改善に積極的な従業飯の存往」，「従業設が特報を経営に役立てるよ

うに教行夫施」などの関運項目から構成され，「経営者・牛－マン」と，

囚了･2は，「取引先とIT活用についての情報交換」，［ITｲﾋにより達成す

べき経営目標の明硝化］など釧詞題項目から構成され，汀「情報共有」と

命名した。囚干3は，「必要の都度，業務改善を実施」，「短㈲伺でのIT

導入」などの項目から構成され「業務改善でのIT活用」と命名した。

10）探索的因子分析には、最尤法とプロマックス回転を使用した。

　　　　　　　　　　　　　　　-………］､3 ･-･………
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（2）iり刊牧iiごう引斤

　以上の因子分析をもとに多重指標モデルを作成した。質問項目の中には

因子負荷量が低くこれらの因子を説明するには不適切と考えられるものが

あった。そこで，因子負荷ほが0.55以上のものを中心にパス係数の検定

図１　ＩＴケイパビリティ形成モデル

1川
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統計量C. R.が1.96以上で有意になるモデルを作成した。そのモデルを図

1に示す。|⑤｣ｺの批判よ，標準化係数を表寸。

　なおこのモデルの適合度はGFlが0,92,AGFIが0.89であり，まずまず

の方今といえよう。

O）考　　察

　ケイ八ビリティには，げ肖報片白T｡|と［糾に伊爪廿］目刈運する項目があ

肌　前者には，「従業貝に対して会社の経営業績や成果を公表」，「数年後

の会社の進むべき方向を従業員に囚獄」八後背には，「従見輿の才能や

特技が発祥できるよう教育」や「人事ローテーション」，「他企業の失敗事

例を学び，その教訓を出内に収り入れる」，「従業員の意見を収り入れて経

営改善を実施」が挙げ｀られる。

　汀ケイパビリティには，経言背・牛－マンという上うな人的資源に関

辿する項目とITに開運する情報共有の項目，たゆまぬ業務改善にITを

活川することに開通する項目小影響する。第iの悦成項目である人的資源

に関節する項印こは，「経営者は従業輿のIT化の役案劃川き判断」，圧「

化・古務改善の牛一一ﾏﾝの存靴」，∩二－マンがリーダーシップを発揮」か

おり，!Tに開達寸引奸詐ル付の項田こは，「収引先とIT 活川について情

報交換」，「IT化の達成目標の明確化」かおる。そして業務改善」こITを活

用することに開通する町汁］には，「必要の耶度，業務改善を実施」，「短期

間での汀導人の実現」かおる。

　IT 導人による企業パフォーマンスには，企豹勺こ開通するパフォーマ

ンスの項目と巾場取引に開運する項目があij，前借には，「経甘叩丿卜事

茶朕開のスピード向」こ」，∩七型業務や非定型古務の生胆出心hi,後言に

は，「新規取肝先の問拓」，「新題顔客の開拓」，「言言ニーズの手呻し「新

製品開発数の増加」が挙げられる。

　このモデルによ引肖報化先進中堅川ｺ小企業ではノ門派共有や組僕学習

　　　　　　　　　　　　　　　－|5
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を通じて，業務遂行に関運するケイパビリティが形成されることが分かる。

そしてそれとともにITに関する経言者の判断力や牛－マンの能力や企

業内外での汀に関運する冊悦共有，たゆまぬ業務改善にITを活用する

ことを通じてITケイパビリティが形成されることが判明した。そして，

汀ケイパビリティによって，企業内部のパフォーマンスと新規市場開拓

という，汀導入による企業パフォーマンスが実現できると推察される。

5.お　わ　り　に

　調査対象としたような中堅･中小企業においては，組織の階屑化か低く，

経営者と従業設問や従業貝開即刻係加密接であり，経営者の意向かスト

レートに経営に反映されやすい。そこで，従業貝に対して会社の経営業績

や成果を公表し，数年後の会社の進行べき方向について情報を共有するこ

とが経営者の意向を反映した業務遂行をするために望ましい。また，限ら

れた従業員の才能を引き出せるように教育やローテーションを心がけ，内

外から情報を収集して共有し，絶えず新しい坤賜の創造・新鉱言川発に取

り絹んでいくことが業務遂行に開運するケイパビリティの向上に欠加廿な

いであろう。

　また汀ケイパビリティはITの導入経験や利用からのみ生成されるの

ではない。業務遂行に関するケイパビリティが形成され，それと相倹って，

口々の業務遂行の中で何とかITを使いこなし改善に役立てようと試行錯

誤を繰り返すことで形成される。すなわち日々の業務遂行によって醸成さ

れた知と業務遂行における汀活用の実践により醸成された知によって，

ダイナミックなITケイパビリテバよ形成されることになろう。

　今回の分析により汀ケイパビリティ形成の要囚とそ即期系性が見出さ

れたが，この分析は単年度のアンケート訓査による静態的なモデルに留

まっている。今後はパネルデータ分析などによりダイナミックな汀ケイ

川－
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s°Kリティの胆戊モデルについて分析してみたい。
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